
□第二期島本町子ども・子育て支援事業計画第２年次（令和３年度）進捗状況一覧

１　質の高い教育･保育や子ども・子育て支援の充実

実施状況 課題・今後の方向性
⑴ 保育基盤の
拡充

平成30年度に策定した「島本町保育基盤整備加速化方針」
に基づいて、待機児童の解消及び住宅開発に伴う就学前児
童の増加に対応した保育基盤の整備を推進します。

旧第四保育所跡地に幼保連携型認定こども園の整備が進められ、令和４年４月に
認定こども園ゆいの詩（運営事業者：社会福祉法人南山城学園）が開園した。

島本町保育基盤整備加速化方針に基づく保育基盤整備は完了となった。
今後は、基準の範囲内で認可定員を超えて児童を受け入れる弾力運用の解消を目
指す。

子育て支援課

⑵ 幼稚園教
諭・保育士等
の確保

府、関係機関、養成校等と連携を図りながら、資格取得見
込者への働きかけを積極的に実施し、幼稚園教諭・保育士
等の確保に取り組みます。

広報誌、ハローワーク及びＨＰ等により職員の募集を行った。 継続実施 子育て支援課

⑶ 小・中学校
の施設・設備
の充実

小・中学校の施設・設備の計画的な改修・更新を図るとと
もに、非構造部材の耐震対策を含めた点検・修繕等の維持
管理に努めます。また、必要に応じて施設の新・増築等を
進めます。

施設・設備の各種点検を実施するとともに、施設の修繕等を適切に行った。
第三小学校旧Ａ棟の解体等を実施し、建替工事が完了した。
「学校施設長寿命化計画」を策定した。

継続実施
「学校施設長寿命化計画」に基づき、計画的かつ効率的な予防保全型の維持管理
を図る。

教育総務課

⑷ 信頼される
幼稚園運営
【継続実施項
目】

「幼稚園の保育に関するアンケート調査」を実施すること
で、より良い保育活動、信頼される幼稚園に向けた運営改
善を行います。

第一幼稚園在籍児童の保護者へアンケートを実施した。 継続実施 子育て支援課

⑸ 保・幼・
小・中一貫教
育の推進【継
続実施項目】

就学前から義務教育の全期間を通じた円滑な接続を目指
し、きめ細かな学習指導、生徒指導、進路指導を推進し、
指導の一貫性及び系統性を図ります。

就学前から義務教育の全期間を通じた円滑な接続を目指し、きめ細かな学習指
導、生徒指導、進路指導を推進し、指導の一貫性及び系統性を図った。また、こ
れまでの活動に加え、『みづまろキッズプラン策定委員会』を開催し、幼児期の
学びから教科学習を通した学びへと円滑な接続を図るために、「アプローチカリ
キュラム」及び「スタートカリキュラム」の作成を進めている。

就学前の幼児が、円滑に小学校の生活や学習へ適応できるようにするための「ア
プローチカリキュラム」と、幼児期からの学びと育ちを大切にした「スタートカ
リキュラム」を実施し、幼児期の遊びを通した学びから教科学習を通した学びへ
円滑な接続に努める。

教育推進課

⑹ 多様な主体
の参入促進
【継続実施項
目】

小規模保育事業、特定教育・保育施設等への民間事業者の
参入促進の調査研究、多様な事業者の能力を活用した特定
教育・保育施設等の設置、運営を促進します。特定教育・
保育施設等については、適切な運営や保育体制となるよう
に、府とも緊密に連携して町の支援・指導体制を強化しま
す。
また、研修の充実や積極的に施設間の情報交換の場を持つ
ことで、町内の教育・保育施設全体の質の向上を図りま
す。

民間保育所に対し、国や府からの通知等を周知するなど情報共有に努めた。
公立保育所にて専門的な知識を有する講師を招き研修を実施し、民間保育所に勤
務する職員の参加を促した。

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。 子育て支援課

⑴ 認定こども
園、幼稚園及
び保育所を対
象とした研修
の充実

就学前の教育・保育内容の充実に向けて、必要な研修を実
施します。

保育指針研修、幼稚園研修、保育所巡回指導研修、通常保育保育士研修、支援保
育研修、乳児担当研修、異年齢研修、基礎研修及びフォローアップ研修を実施し
た。

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。 子育て支援課

⑵ 保育実践交
流研修の実施

認定こども園、幼稚園及び保育所での日課や教育・保育内
容を交流することにより、幼保一体化に向けての課題や方
策について考える場とし、互いの良さを活かした教育・保
育内容の充実を図ります。

乳幼児期に学識が深い作業療法士を講師に、保育現場における児童の行動などか
ら課題を分析し、適切な指導方法について理解を深めた。

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。 子育て支援課

教育推進課

教育推進課

職員の資質向上を図り、全職員が共通認識をもって保育や保護者の対応に臨める
ようになることを目標とし、研究協議の具体的な題材として、アドバイザー自身
が担当する支援を要する子どもへの支援を取り上げ、その中から、子どもや保護
者への支援の中で大切にしたいものを見いだし、共通認識をもてるよう園内研修
に取り組んだ。

幼児教育アドバイザーを活用し、認定こども園、幼稚園及び保育所を通して幼児
教育の更なる質の向上を図るため、園内研修の企画立案、人材育成などを幼児教
育のリーダーとして担う。教職員の子ども理解を深め、具体的な保育内容・保育
者の関わりを考えていく過程において、小学校における「主体的に自己を表現す
る学び」につながるよう、みづまろキッズプラン策定委員とも連携して、アプ
ローチカリキュラムの推進を図る。

認定こども園、幼稚園及び保育所において、中学校や高校の職場体験の受入れに
ついては、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止とした。小学校と
の異年齢交流については、交流の推進を図った。また、中学校においても合同で
避難訓練を実施する等、制限がある中での交流について模索した。

子ども・子育て支援事業計画の内容

キャリア教育の一環として、包括的な職業学習を実施していく。認定こども園や
保幼とどのように連携できるかを検討する。

令和３年度
所管課

⑶ 幼児教育ア
ドバイザーの
配置に向けた
取組

⑷ 職場体験・
異年齢交流の
推進
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認定こども園、幼稚園及び保育所を通して幼児教育の更な
る質の向上を図るため、各施設等を巡回して助言等を行う
「幼児教育アドバイザー」の育成・配置に向けて検討を進
め、本町に適した対応が取れるよう関係機関と連携して推
進します。

認定こども園、幼稚園及び保育所において、中学校や高校
の職場体験の受入れ及び小学校との異年齢交流の推進を図
ります。
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実施状況 課題・今後の方向性

子ども・子育て支援事業計画の内容
令和３年度

所管課施　策

⑸ 認定こども
園、幼稚園及
び保育所の園
庭開放

未就園の子どもとその保護者を対象に、認定こども園、幼
稚園及び保育所の園庭を開放することで、親子で自由に遊
べる場所を提供します。

感染症拡大防止に配慮しながら、各園所において親子で自由に遊べる場所の提供
を実施した。
【園庭開放延べ利用者数】
第二保育所：子ども211人、保護者195人
第四保育所：子ども67人、保護者67人
第一幼稚園：子ども116人、保護者100人
しまもと里山認定こども園：子ども1597人、保護者1356人。
山崎保育園については感染症拡大防止のため、平日の園庭開放については未実
施。
【休日園庭開放延べ利用者数】
山崎保育園：子ども112人、保護者96人

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。 子育て支援課

町立幼稚園において、ネイティブの講師による週１日程度の英語体験活動を実施
した。

継続実施 子育て支援課

幼稚園及び保育所において、外国人講師による外国語活動及び英語科の指導を実
施するとともに、自然環境の中での遊びや諸活動を通して健やかな体の育成に努
め、小学校での体育につながる運動遊び等の充実を図った。

幼稚園及び保育所において、外国人講師による外国語活動及び英語科の指導を実
施するとともに、幼児期の特性や小学校への連続性を踏まえ、幼児一人ひとりの
心身の健全な発達を促し、生活習慣の確立や社会性、自主性の育成に努める。

教育推進課

子ども食堂の開設や運営に対し、島本町子どもの居場所づくり（子ども食堂）支
援事業補助金を交付し、支援した。
【令和３年度実績】
　開設補助　１件
　運営補助　４件

各小学校区に１か所ずつの開設を目指す。 福祉推進課

各小学校において、放課後に安全で安心な子どもの活動場所を確保し、子どもの
豊かな成長を育む環境の充実を図った。
第二・第三・第四小学校区における校庭開放の実施日数を週５日に拡充した。
実施回数（小学校４校合計）：123回
参加人数（小学校４校合計）：延べ4,470人

継続実施 教育総務課

⑵ 学童保育室
の充実【継続実
施項目】

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生に対して、
放課後に適切な遊び、生活の場を提供し、児童の健全な育
成を図ります。

各学童保育室において、児童の健全な育成のための環境の整備を図り、就労家庭
等の児童に対し、放課後の適切な遊びと生活の場を提供した。

継続実施 教育総務課

２　全ての子どもが健やかに育つための切れ目のない支援
⑴ 子育て世代
包括支援セン
ターの設置

妊娠期から子育て期にわたり、妊娠・出産・子育てに関す
る相談に応じ、保健・医療・福祉・教育などの関係機関に
よる切れ目のない支援を行うため、子育て世代包括支援セ
ンターを設置します。

妊娠・出産・子育て相談専用電話：実93人、延146人
妊娠期から出産、就学前までの子育て期の切れ目のない相談の窓口である子育て
世代包括支援センター内に妊娠・出産・子育て相談専用電話を設置し、助産師・
保健師・管理栄養士・保育士等の専門職で相談対応した。

産後ケア事業：実2人、延3人（令和3年10月～令和4年3月）

継続実施し、出産後の支援を強化するため、令和4年度から産婦健康診査事業を実
施。

すこやか推進課

要保護児童対策地域協議会において、支援を要する児童及びその家庭について、
吹田子ども家庭センターをはじめ、関係機関と適宜個別ケース検討会議を実施
し、情報共有及び連携に努めた。

継続実施 子育て支援課

加藤産婦人科クリニックとの連絡会：6回
町内にある加藤産婦人科クリニックと定期的（2か月毎）に連絡会を開催した。

すこやか推進課

⑶ 母子健康手
帳の交付【継
続実施項目】

妊娠届出時に保健師等が母子健康手帳の交付を行うととも
に、妊娠期の相談に対応します。また、両親教室（パパマ
マクラス）や産前・産後ヘルパー派遣事業をはじめとする
母子保健事業の案内等、必要な情報提供を行います。

母子健康手帳配布数：235件
妊娠届出時に保健師等が母子健康手帳の交付を行い、妊娠期の相談や母子保健事
業の案内など必要な情報提供を行っている。

継続実施 すこやか推進課

公園・学校施設・公共施設などの既存資源を有効活用し、
放課後や休日に過ごす場の充実に努めるとともに、地域の
ニーズを考慮し、公園の施設・機能の充実を図ります。
また、子どもの居場所づくりの一環として、子ども食堂の
開設や運営を支援します。
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⑹ 幼児教育推
進体制の充実
【継続実施項
目】

幼稚園及び保育所において、外国人講師による外国語活動
及び英語科の指導を実施するとともに、自然環境の中での
遊びや諸活動を通して健やかな体の育成に努め、小学校で
の体育につながる運動遊び等の充実を図ります。
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⑴ 子どもの居
場所づくり【継
続実施項目】
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⑵ 関係機関と
の連携強化

妊娠期から子育て期にわたり、関係機関による切れ目のな
い支援を行うため、医療機関等の関係機関との連携を強化
します。
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実施状況 課題・今後の方向性

子ども・子育て支援事業計画の内容
令和３年度

所管課施　策

⑷ 妊婦健康診
査の推進【継
続実施項目】

安全・安心な妊娠と出産を支援するため、妊婦の健康管理
に努めるとともに、妊婦健康診査の費用を助成し、経済的
負担の軽減を図ります。

妊婦健康診査受診実人員:384人・延べ受診数2,863人
妊婦健康診査の公費負担助成については、妊娠期を通じて14回（一人あたり助成
上限額14回・120,000円）実施している。妊婦健康診査公費負担の助成を実施し、
妊娠及び出産に係る経済的負担の軽減を図った。
大阪府内の委託医療機関・助産院、京都府内の委託医療機関で妊婦健康診査受診
券利用可能。また、大阪府・京都府外の医療機関、大阪府外の助産院で受診した
場合も償還払いを実施し、健診を受診しやすい体制整備に努めている。
令和4年度より多胎妊娠の方に追加妊婦健康診査受診権を交付している。

継続実施 すこやか推進課

⑸ 産前・産後
ヘルパー派遣
事業の実施
【継続実施項
目】

出産前後の体調不良等で家事や育児を行うことが難しく、
親族からの支援が受けられない方に対してホームヘルパー
を派遣します。

産前・産後ヘルパー派遣事業：
実利用人数：37人、延べ利用人数257人

すこやか推進課

⑹ 両親教室
（パパママク
ラス）の充実
【継続実施項
目】

妊婦とその家族が安心して赤ちゃんを迎えられるよう、ま
た、将来育児について相談しあえる友だちづくりのきっか
けとなるよう、講座を開催します。

土曜または日曜講座を5回計画していたが新型コロナウイルス感染症の拡大防止の
ため1回中止。4回開催した。
受講人数88人
初産婦参加率41.4％
初産婦に係る父親参加率36.4％
新型コロナウイルス感染症の拡大防止を考慮し従来より定員を少なくして実施し
たため、希望日に受講できなかった方へ個別面接での沐浴体験を実施した。

継続実施 すこやか推進課

⑴ 望まない受
動喫煙の防止
の推進

改正健康増進法や大阪府子どもの受動喫煙防止条例に基づ
き、望まない受動喫煙防止に向けた周知・啓発等に取り組
みます。

マタニティマーク入りキーホルダーの配布数:235件
母子健康手帳交付時に妊婦アンケートを実施し、妊婦やその家族の喫煙及び受動
喫煙の害についてチラシ等を配布し、啓発活動を実施している。
4か月児・１歳６か月児・３歳６か月児健診においても受動喫煙防止に関するチラ
シの配布を実施している。

継続実施し、妊婦や乳幼児に対する受動喫煙防止対策や妊婦の喫煙に対する保健
指導を実施する。

すこやか推進課

⑵ こんにちは
赤ちゃん訪問
事業の推進
【継続実施項
目】

生後４か月までの乳児がいる全ての家庭に看護師、保健
師、助産師が訪問し、育児への助言や子育て支援に関する
情報提供等を行い、不安の軽減を図ります。また、育児支
援の必要なケースを早期発見し、適切な子育て支援サービ
スにつなげます。

こんにちは赤ちゃん訪問（乳児家庭全戸訪問）
：実訪問人数253人、実施率100％（新型コロナウイルス感染症対策として電話・
面接で実施した分も含む）

継続実施 すこやか推進課

⑶ 乳幼児健康
診査の実施
【継続実施項
目】

乳幼児の健康の保持・増進を図るため、乳児一般、４か月
児、乳児後期、１歳６か月児、３歳６か月児健診を実施し
ます。また、保育所や幼稚園に通う未受診児については、
関係機関との連携を図ることで、乳幼児及び家族の状況を
把握し、適宜電話・訪問等で受診勧奨を行います。
経過観察が必要とされた乳幼児に対しては、小児科医によ
る経過観察健診や発達相談員による発達検査、保健師等に
よる継続的な育児相談を実施し、適切な支援に努めます。

受診率:乳児一般健診：98.7％　乳児後期健診：103.4％
　　　 4か月児健診:96.6％　1歳6か月児健診:98.6%　3歳6か月児健診:99.0％

乳幼児健診の受診率の向上に努めるとともに、未受診者について全数把握をして
いる。年齢が上がると、保育所入所や幼稚園通園で健診受診率が低下することが
あるため、各関係機関と連携し、児童及び家族の状況把握に努め適宜電話・訪問
等で受診勧奨を行っている。
乳児後期健診については、対象者数を4か月児健康診査の対象者数としているた
め、受診者数が対象者数を上回り受診率が100％を超えている。

経過観察健診(にこにこ健診)受診人数126人(医師による診察)・163人(発達相談員
による相談)

継続実施 すこやか推進課

⑷ 予防接種事
業の推進【継
続実施項目】

感染症の発生及びまん延を予防するため、予防接種法に基
づく各種予防接種の接種率向上を図るとともに、風しん予
防接種費用助成事業等を実施し、風しんの感染拡大の防止
に努めます。

各種予防接種接種人数
ロタウイルス（1価）：95人、ロタウイルス（5価）：661人、ヒブ：1077人、小児
用肺炎球菌：1076人、BCG：259人、DPT-IPV：1140人、DT第2期：248人、MR第1
期：278人、MR第2期：288人、日本脳炎第1期：875人、日本脳炎第2期：169人、子
宮頸がん予防：135人、水痘：526人、B型肝炎：792人、風しん第5期抗体検査：
177人、風しん第5期予防接種：41人
子宮頸がん予防ワクチンは、平成25年6月14日から積極的勧奨の差し控えを実施し
ていたが、令和3年11月26日から再開された。

継続実施 すこやか推進課

⑸ 子どもの事
故防止に向け
た啓発や情報
提供【継続実
施項目】

子どもの事故防止のため、母子健康手帳や予防接種手帳の
交付時、乳幼児健診時等の様々な機会を通して啓発用パン
フレットを配布し、情報提供を行います。
また、両親教室（パパママクラス）で健康教育を実施し、
乳幼児の事故防止の啓発に努めます。

乳幼児の事故防止のための啓発用パンフレットを配布するなど、事故防止対策の
推進を図った。また、パパママクラスで健康教育を実施するとともに、予防接種
手帳交付、4か月児健診の際に乳幼児の事故防止のための啓発用パンフレットを配
布し、こんにちは赤ちゃん訪問では家庭の状況を踏まえ助言をするなど、事故防
止の啓発を行っている。

継続実施 すこやか推進課

⑹ 歯科保健事
業の推進

妊産婦や１歳６か月児、３歳６か月児を対象とした歯科健
康診査や妊産婦及び乳幼児を対象とした歯科相談等を実施
し、歯・口腔の健康づくりを推進します。

歯科健診受診者数：妊婦歯科健診69人、1歳6か月児歯科健診292人、3歳6か月児歯
科健診320人

「乳幼児の歯とお口について」のDVDを作成、令和4年1月より乳幼児健診等で放映
実施する。

すこやか推進課

⑺ かかりつけ
医・歯科医の
推進【継続実
施項目】

かかりつけ医・歯科医の必要性などを啓発することで、か
かりつけ医・歯科医を持つことを推進します。

高槻市医師会・高槻市歯科医師会等が作成している医療機関マップ、島本町・高
槻市歯科医師会で作成したチラシを活用して、かかりつけ医・歯科医の推進を
図った。広報しまもと9月号において特集記事を掲載した。

継続実施 すこやか推進課
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実施状況 課題・今後の方向性

子ども・子育て支援事業計画の内容
令和３年度

所管課施　策

⑻ 小児救急医
療体制の充実
【継続実施項
目】

高槻島本夜間休日応急診療所の周知を行うとともに、引き
続き関係各市等と連携して広域で運営する等、小児救急医
療体制の充実を図ります。

こんにちは赤ちゃん訪問事業等で高槻島本夜間休日応急診療所の周知を行うとと
もに、大阪府及び関係機関と連携調整を図り、小児救急医療体制の確保に努め
た。

継続実施 すこやか推進課

離乳食のすすめ方について、月齢に応じた離乳食を実際に試食してもらい、管理
栄養士や保健師、保育士が相談を受ける「赤ちゃん教室」を第二保育所で実施し
た。
感染症拡大防止のため、規模を縮小し予約制にして実施した。
延べ受講者数：17人

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。 子育て支援課

月1回実施している育児・離乳食相談や電話・面接・訪問相談において、管理栄養
士や保健師が乳幼児の食事について相談に応じている。
育児・離乳食相談における離乳食・栄養相談
：相談実人数68人、相談延べ人数123人
※令和3年5月6月、令和4年2月3月は新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため
中止。

継続実施 すこやか推進課

⑵ 認定こども
園、幼稚園及
び保育所での
食育の推進
【継続実施項
目】

集団給食のあり方について、毎月献立会議を開催し、乳幼
児の栄養や嗜好を勘案したメニュー作りを推進します。
また、各園で野菜等の栽培を通して、食べることの大切さ
や集団での食事の楽しさを学ぶクッキング保育を継続して
実施します。

各園で野菜等の栽培・収穫を行い、食べることの大切さを学ぶ機会を促した。
クッキング保育については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため実施せ
ず、収穫した作物は児童に配付した。

継続実施 子育て支援課

⑶ 小・中学校
における食育
の推進【継続
実施項目】

各小・中学校において、学校保健計画、食に関する指導の
全体計画に基づいて、教科横断的な視点での健康教育を推
進します。

各小・中学校において、学校保健計画、食に関する指導の全体計画に基づいて、
カリキュラム・マネジメントの考え方に基づき、教科横断的な視点での健康教育
を推進した。

各小・中学校において、学校保健計画、食に関する指導の全体計画に基づいて、
教科横断的な視点での健康教育を今後も推進するとともに、食事をする楽しさを
知り、栄養や食事のとり方を理解し、望ましい食生活を送る心構えを養うことに
努める。

教育推進課

コロナ禍で島本夏まつりが中止になり、啓発用のテッシュ配布が出来なくなりま
したが、大阪府からの依頼により、啓発用のチラシについては小中学校に周知を
した。

継続実施 生涯学習課

喫煙、飲酒、薬物等の害について、学校や関係団体において講話による啓発活動
を実施した。また、児童・生徒だけではなく、保護者に対しても、喫煙、飲酒、
薬物等の適切な防止策の周知を行った。

喫煙、飲酒、薬物等の害について、学校や関係団体において講話により啓発を行
う。
また、児童・生徒だけではなく、保護者に対しても、喫煙、飲酒、薬物等の適切
な防止策の周知に努める。

教育推進課

⑵ 思春期健康
教育の充実
【継続実施項
目】

教育研究会の部会において思春期における健康教育に取り
組みます。
また、児童・生徒の発達段階を踏まえつつ、思春期の心と
体について、集団指導や個別指導を効果的に組み合わせ、
健康教育を推進します。

教育研究会の部会において思春期における健康教育に取り組んだ。
また、児童・生徒の発達段階を踏まえつつ、思春期の心と体について、集団指導
や個別指導を効果的に組み合わせ、健康教育を推進した。

教育研究会の部会において思春期における健康教育に取組む。
また、児童・生徒の発達段階を踏まえつつ、思春期の心と体について、集団指導
や個別指導を効果的に組み合わせ、健康教育を推進する。

教育推進課

⑶ 思春期保健
等相談体制の
充実【継続実
施項目】

各小・中学校にスクールカウンセラーやスクールソーシャ
ルワーカー等を配置し、思春期の子どもや保護者に対する
相談支援を行います。

各小・中学校にスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等を配置
し、思春期の子どもや保護者に対する相談支援を行った。
教育センター連絡会を、年間１０回開催し、情報を共有するとともに、子どもや
保護者の実態に寄り添った相談支援の充実を図った。

各小・中学校にスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等を配置
し、思春期の子どもや保護者に対する相談支援を継続して行う。また、教育セン
ター連絡会を通じて、情報の共有を図り、子どもや保護者の実態に寄り添った相
談支援の充実を図る。

教育推進課

⑷ 不登校児童
生徒支援の充
実【継続実施
項目】

各小・中学校にスクールカウンセラーやスクールソーシャ
ルワーカー等を配置し、不登校の未然防止・早期発見・早
期対応を図ります。
また、担当職員の情報交流が、各校の指導・支援に生かさ
れるよう、報告や研修機会の充実を図ります。

各小・中学校にスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等を配置
し、不登校の未然防止・早期発見・早期対応を図った。
また、担当職員の情報交流が、各校の指導・支援に生かされるよう、報告や研修
機会の充実を図った。

各小・中学校に配置しているスクールカウンセラーやスクールソーシャルワー
カーと学校の担当教員が連携して、チームで対応しながら、不登校児童生徒やそ
の保護者と丁寧に関わることによって、状況の把握に努め、不登校の未然防止・
早期発見・早期対応に努めていく。また、チーム対応に向けた理解共有のための
研修会を実施する。

教育推進課

⑸ 不登校児童
生徒や様々な
問題行動への
対応【継続実
施項目】

児童・生徒の様々な問題行動や不登校児童生徒への対応に
当たっては、学校におけるカウンセリング機能の充実を図
ることが重要であるため、児童・生徒の臨床心理に関して
専門的な知識や経験を有するスクールカウンセラーを学校
に派遣し、教員の資質向上と児童・生徒の諸課題の解決を
図ります。
また、ＩＣＴを活用した学習支援について、家庭での展開
を更に進めてまいります。

児童・生徒の様々な問題行動や不登校児童生徒への対応に当たっては、学校にお
けるカウンセリング機能の充実を図ることが重要であるため、児童・生徒の臨床
心理に関して専門的な知識や経験を有するスクールカウンセラーを学校に派遣
し、教員の資質向上と児童・生徒の諸課題の解決を図った。
また、ＩＣＴを活用した家庭での学習支援について、推進した。

スクールカウンセラーを学校に派遣し、教員との連携や研修等を通じて、教員の
資質向上と児童・生徒の諸課題の解決を図っている。今後も継続して、体制の充
実に努めていく。
また、ＩＣＴを活用した家庭での学習支援についても、継続して推進していく。

教育推進課

⑴ 喫煙・薬物
等への啓発活
動の推進【継
続実施項目】
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また、児童・生徒だけではなく、保護者に対しても、喫
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⑴ 育児・離乳
食相談事業の
充実【継続実
施項目】

乳幼児の食事について、栄養面や調理法などの様々な保護
者の疑問に答えられるよう、管理栄養士や保健師、保育士
等が連携し、引き続き電話・面接・訪問等による相談事業
を実施し、多様な保護者のニーズに対応できるように努め
ます。
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実施状況 課題・今後の方向性

子ども・子育て支援事業計画の内容
令和３年度

所管課施　策

⑹ 非行防止活
動の展開【継
続実施項目】

青少年指導員協議会及び青少年問題協議会の開催により、
問題対応への協議と関係機関の連携を推進するとともに、
町内の各種団体や地区少年補導員、少年補導協助員との連
携を図り、非行防止のための取組を推進します。

児童・生徒の規範意識の向上やSNSに起因する犯罪等に巻き込まれないための情報
モラル教育を保護者への啓発と合わせて実施した。
また、各校において、少年サポートセンターや警察等の専門家による非行防止教
室を実施した。

児童・生徒の規範意識の向上やSNSに起因する犯罪等に巻き込まれないための情報
モラル教育を保護者への啓発と合わせて実施する。
また、各校において、少年サポートセンターや警察等の専門家による非行防止教
室を年１回以上実施する。

教育推進課

⑴ 両親教室
（パパママク
ラス）の充実
【再掲】【継
続実施項目】

妊婦とその家族が安心して赤ちゃんを迎えられるよう、ま
た、将来育児について相談しあえる友だちづくりのきっか
けとなるよう、講座を開催します。

妊婦とその家族を対象としたパパママクラスを土曜または日曜講座を5回計画して
いたが新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため1回中止。4回開催した。
受講人数88人
初産婦参加率41.4％
初産婦に係る父親参加率36.4％
新型コロナウイルス感染症の拡大防止を考慮し従来より定員を少なくして実施し
たため、希望日に受講できなかった方へ個別面接での沐浴体験を実施した。

継続実施 すこやか推進課

⑵ 出会いの絵
本事業の推進
【継続実施項
目】

４か月児、１歳６か月児、３歳６か月児の健康診査時に絵
本の読み聞かせを行うとともに、こんにちは赤ちゃん訪問
事業、１歳６か月児、３歳６か月児健康診査時に絵本を１
冊プレゼントすることで、健やかな親子関係の構築と豊か
な心を育みます。

絵本配布数:こんにちは赤ちゃん訪問243冊・1歳6か月児健診:284冊・3歳6か月児
健診325冊
新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、乳幼児健診での絵本の読み聞かせ
は実施せず。こんにちは赤ちゃん訪問と1歳6か月児健診・3歳6か月児健診で資料
の配布と絵本の配付を継続実施。

継続実施 すこやか推進課

⑶ 家庭教育に
関する学習機
会の提供【継
続実施項目】

子育て講座において、家庭で保護者が児童とともに遊び、
学ぶことができる機会及び技術を提供します。また、テー
マについても、保護者が希望するテーマを選定するよう、
内容の充実に努めます。

子育て講座：開催回数14回、参加延べ人数118人
※新型コロナ感染症の拡大防止のため、7回中止した。

継続実施 すこやか推進課

３　生きる力を育む教育環境づくり
⑴ 各学校にお
ける教育計画
の策定【継続実
施項目】

学校教育自己診断の実施や全国学力・学習状況調査等を活
用し、各学校の実態を分析し、具体的な教育目標を設定、
取組の検証と課題改善に向けた方策を設定します。また、
指導と評価を一体的に行い、目標に準拠した評価を適切に
行います。

学校教育自己診断の実施や全国学力・学習状況調査、小学生すくすくウォッチ等
を活用し、各学校の実態を分析し、具体的な教育目標を設定、取組の検証と課題
に正対した方策を設定した。また、指導と評価を一体的に行い、目標に準拠した
評価を適切に行った。

学校教育自己診断の実施や全国学力・学習状況調査、小学生すくすくウォッチ等
を活用し、各学校の実態を分析し、全ての児童・生徒が主体的に学びに向かう力
の育成を図ること。児童・生徒が自分に合った学び方を習得する学習改善に取り
組む。具体的に学習環境、学習課題、学習形態、学習評価の改善に取り組む。

教育推進課

⑵ 一人ひとり
の特性に応じ
た指導の推進
【継続実施項
目】

各校において少人数指導や習熟度別指導を推進、検証し、
学力に課題のある児童・生徒に対して指導方法の工夫改善
に努め、児童・生徒一人ひとりの特性に応じた「個に応じ
た指導」を推進します。

各校において少人数指導や習熟度別指導を推進、検証し、学力に課題のある児
童・生徒に対して指導方法の工夫改善に努め、児童・生徒一人ひとりの特性に応
じた「個別最適の学び」を推進した。

習熟度別指導を含めた少人数指導の工夫による個に応じた指導を推進する。学力
が未定着にある児童・生徒に対する指導方法等の工夫改善に努めるとともに、Ｉ
ＣＴ活用を含め、児童・生徒が主体的に取り組む共同的な活動や自己肯定感を高
められる活動、自学自習力を獲得する活動を推進する。

教育推進課

⑶ 子ども読書
活動の推進
【継続実施項
目】

家庭、地域、学校、図書館等において、子どもたちの読書
活動を総合的に推進し、子どもたちが読書に興味・関心を
もち、自主的に本を読む習慣を形成することにより、豊か
な知性と人間性のある子どもの育成を目指します。

家庭、地域、学校、図書館等において、子どもたちの読書活動を総合的に推進
し、子どもたちが読書に興味・関心をもち、自主的に本を読む習慣を形成するこ
とにより、豊かな知性と人間性のある子どもの育成を推進した。

学校図書館や町立図書館、各校配置の司書教諭や学校図書館司書を積極的に活用
し、読書が好きな児童・生徒の増加に努める。また、朝読書等の読書活動につい
て積極的に取組み、読書習慣を身に付け、学校・家庭・地域の連携による読書環
境づくりを推進する。

教育推進課

⑷ 英語教育の
推進【継続実
施項目】

⑷ 英語教育の推進
教育研究会の部会において、外国語活動及び英語科の指導
の研究を進め、ＡＬＴ（外国語指導助手）等の英語指導者を配
置し、英語を用いたコミュニケーション活動を行い、小・中学校
間で連続性のある英語教育の推進を図ります。

教育研究会の部会において、外国語活動及び英語科の指導の研究を進め、ＡＬＴ（外国
語指導助手）等の英語指導者を配置し、英語を用いたコミュニケーション活動を行い、
小・中学校間で連続性のある英語教育の推進を図った。

小学校では、聞くことを中心に外国語に慣れ親しませ、言語や文化について体験
的に理解を深めるとともに、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を
育成する。また、中学校では、英語を用いて「やり取り」する力を育成するため
に、双方向でのコミュニケーションの充実を図る。

教育推進課

⑸ 総合的な力
を育む指導力
の向上【継続
実施項目】

児童・生徒に知識や技能に加え、学ぶ意欲や問題解決能力、
表現力、思考力等を身につけさせることができるよう、教職員
の研修を実施します。

児童・生徒に知識や技能に加え、学ぶ意欲や問題解決能力、表現力、思考力等を身に
つけさせることができるよう、教職員の研修を実施した。

学ぶ意欲と自分の身の周りの中から自分で問題を見つけ出す「問題の自己提起
力」を全ての児童・生徒に育むことができるよう、教職員に対して集合型やオン
ライン型などの形態で研修を実施する。

教育推進課

⑴ 体験学習の
機会拡大

町内・近隣市町の事業所の協力のもと、中学生を対象に職
場体験学習を実施し、社会に対する見識を広げる取組を推
進します。

中学生を対象にした職場体験学習は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点
から中止となった。各中学校では職業学習を実施し、進路学習とも絡めた指導を
行った。

キャリア教育について、児童・生徒の自己肯定感や自己有用感が高まるよう、特
別活動の時間を要としながら教育活動全体を通じての適切な指導を計画的に進め
る。また、キャリア・パスポートや地域人材、企業の活用を図る。

教育推進課

⑵ 道徳教育の
推進【継続実
施項目】

よりよく生きるための基盤となる道徳性を養うため、学校
と地域、家庭が連携・協働しながら、子どもの道徳的な判
断力、心情、実践意欲と態度を育みます。
また、道徳教育や体験活動、多様な表現や鑑賞の活動等を
通して、豊かな心や創造性を養うことを目指した教育の充
実に努めます。

よりよく生きるための基盤となる道徳性を養うため、学校と地域、家庭が連携・
協働しながら、子どもの道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度を育んだ。
また、特別の教科道徳を中心として、体験活動や多様な表現や鑑賞の活動等を通
して、豊かな心や創造性を養うことを目指した教育の充実に努めた。

児童・生徒の豊かな人間性を育むため、学校の教育活動全体を通じて道徳教育を
推進する。特別の教科道徳の授業においては、他者との対話の中で、多様な価値
観にふれながら、自ら考え、よりよい方向への行動選択ができる力を養うことを
目指して、取組みを進めていく。

教育推進課
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実施状況 課題・今後の方向性

子ども・子育て支援事業計画の内容
令和３年度

所管課施　策

⑶ 課題のある
児童・生徒に
対する支援体
制の充実【継
続実施項目】

課題のある児童・生徒に対し、適切な働きかけができるよ
う、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー
の配置・活用を推進します。
また、いじめ・暴力行為等の問題行動に対しては、未然防
止に努めるとともに、早期発見・早期対応を図り、関係機
関との連携を強化します。

課題のある児童・生徒に対し、適切な働きかけができるよう、スクールカウンセ
ラーやスクールソーシャルワーカーの配置・活用を推進した。
また、いじめ・暴力行為等の問題行動に対しては、未然防止に努めるとともに、
早期発見・早期対応を図り、関係機関との連携を強化した。

継続して、課題のある児童・生徒に対し、適切な働きかけができるよう、スクー
ルカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置・活用を推進する。
また、いじめ・暴力行為等の問題行動に対しては、校内の生徒指導体制の充実を
図り、各専門家等と連携しながら、関係機関が一体となってチームによる取組を
推進していく。未然防止に努めるとともに、早期発見・早期対応を図り、関係機
関との連携を強化する。

教育推進課

⑷ 人権教育の
推進【継続実
施項目】

児童・生徒に対し、正しく人権教育を指導できるよう、教
職員の資質向上に向けて研修を実施し、指導方法の工夫・
改善に努めます。

児童・生徒に対し、正しく人権教育を指導できるよう、各小中学校において教職
員の資質向上に向けた研修を実施した。

継続して、児童・生徒に対し、正しく人権教育を指導できるよう、各小中学校に
おいて教職員研修実施し、教職員１人１人の資質向上と、指導方法の工夫・改善
に努める。また、島本町人家教育研究協議会と連携した取組を推進する。

教育推進課

保育所の児童を対象として、体育指導を専門とする業者等への委託・講師の招聘
により体育・体操教室を実施した。
【実施回数】
第二保育所：４回
第四保育所：６回

継続実施 子育て支援課

就学前から義務教育の全期間を通じて子どもの成長段階に合わせた体づくり、基
礎体力の向上に向けた教育を行った。

就学前から義務教育の全期間を通じて子どもの成長段階に合わせた体づくり、基
礎体力の向上に向けた教育を行う。

教育推進課

⑵ 新体力テス
トの実施と健
やかな体の育
成

小・中学校における体力テストを継続して実施し、児童・
生徒それぞれの課題の把握と、体育授業を中心に課題解決
となる運動を行います。

小・中学校における体力テストを継続して実施し、結果分析を通じて児童・生徒
それぞれの課題の把握と、体育授業を中心に課題解決となる運動を行った。

小・中学校における体力テストを継続して実施し、児童・生徒それぞれの課題の
把握と、体育授業を中心に府提供のワークシートなどを活用しながら、課題解決
となる運動を行う。

教育推進課

⑶ ３朝運動
（「あいさ
つ」「朝ごは
ん」「朝読
書」）の推進
【継続実施項
目】

児童・生徒の基本的生活習慣の確立に向けて、「あいさ
つ」「朝ごはん」「朝読書」の啓発を行うとともに、家庭
との連携に努めます。

児童・生徒の基本的生活習慣の確立に向けて、「あいさつ」「朝ごはん」「朝読
書」の啓発を行うとともに、家庭との連携に努めた。

児童・生徒の基本的生活習慣の確立に向けて、継続して「あいさつ」「朝ごは
ん」「朝読書」の啓発を行うとともに、家庭との連携に努める。

教育推進課

⑷ 部活動にお
ける外部指導
者の活用【継
続実施項目】

部活動において、町が策定した「島本町立中学校部活動の
在り方に関する方針（部活動ガイドライン）」を遵守しつ
つ、外部指導者等地域の協力を得ながら活動を充実しま
す。

部活動において、町が策定した「島本町立中学校部活動の在り方に関する方針
（部活動ガイドライン）」を遵守しつつ、外部指導者等地域の協力を得ながら活
動を充実させた。

部活動において、町が策定した「島本町立中学校部活動の在り方に関する方針
（部活動ガイドライン）」を遵守しつつ、外部指導者等地域の協力を得ながら活
動を充実させる。今後の休日部活動の地域移行に関しては、国などの動向に応じ
て敏速に対応する。

教育推進課

４　みんなで子育てを見守り、支え合う地域社会の構築
子育て相談窓口（子育て支援課、いきいき健康課）にパンフレットやチラシを備
え置くことができるスタンドを設置し、子育てに関する情報提供に努めた。
保育所を始め町内関係機関が実施する子育て支援事業の年間日程表を「子育て支
援事業のご案内」にまとめ、窓口に備え置くとともに、町ホームページに掲載
し、情報提供に努めた。
各園所が地域の親子を対象に実施する子育て支援事業については、広報誌に掲載
し、情報提供に努めた。

継続実施 子育て支援課

　広報しまもとにおいて、子ども食堂や青少年指導員について巻頭カラーページ
で特集し、広く住民に周知した。また、SNS(LINE)では子どもが参加できるイベン
ト等の情報を配信した。
　しまもとタウンメールの配信については、令和3年度中の情報の配信件数は102
件（令和2年度65件）と、前年度と同様に情報提供に努めている。配信内容につい
ては、イベント：16件、災害情報、特殊詐欺などの緊急情報：86件となってい
る。

引き続き広報誌への掲載や特集記事の作成、SNS(主にLINE)の配信を活用し、積極
的な情報発信に努める。
また、タウンメールについては引き続き迅速な情報発信で注意喚起できるよう努
める。

政策企画課

就学前から義務教育の全期間を通じて子どもの成長段階に
合わせた体づくり、基礎体力の向上に向けた教育を行いま
す。

子育て支援課常設の広場において、子育て家庭の親とその乳幼児が気軽
に集い、ふれあいながら相互に交流を図る場を提供しま
す。また、利用者の増加を目指し、つどいの広場の周知及
び施設への指導を行います。

民間保育園が運営するつどいの広場「ぱんだのいえ」（平成20年度開設）を月曜
日から金曜日までの午前10時から午後3時まで開設している。令和３年度は、感染
症拡大防止のため、休止期間（5月）があったが、予約制を導入して再開し、親子
が集い、保育士に相談できる体制を構築した。
延べ利用者数：子ども2023人・保護者1800人

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。

⑴ 子育てに関
する情報提供
の充実【継続実
施項目】

子育て相談窓口にてパンフレットやチラシ、「子育て支援
事業のご案内」（保育所をはじめ、町内の関係機関が行う
支援事業年間日程等）を配置して、子育てに関する情報提
供に努めます。
併せて、町ホームページやSNS等、インターネット媒体や
各種紙媒体を活用して利用者にとって利用しやすい情報提
供を充実させます。
また、「しまもとタウンメール」を活用して、イベント情
報や防犯・防災に関する情報が迅速に発信できるよう、関
係機関と連携を強化します。

⑵ つどいの広
場事業の推進
【継続実施項
目】
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実施状況 課題・今後の方向性

子ども・子育て支援事業計画の内容
令和３年度

所管課施　策

⑶ 子育て支援
活動団体等へ
の支援の充実
【継続実施項
目】

子育てを支援する子育てサークルやボランティア等の活動
団体の状況を把握するとともに、各々が持つ情報を共有
し、町内の子育て環境の向上や人材の育成に生かしていけ
るネットワークづくりを推進します。

山崎保育園地域子育て支援センターにおいて、子育てサークルへの活動スペース
の提供、備品の貸出し及び保育士からのアドバイスなどを行った。
延べ利用者数：子ども140人・保護者78人

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。 子育て支援課

島本町保育施設連絡協議会を開催し、町内の保育施設及び民間保育所と情報交換
を目的とした会議を開催した。

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。 子育て支援課

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、子育て支援相談機関連絡会を中止
とした。

継続実施 すこやか推進課

⑴ 公共施設の
活用【継続実施
項目】

ふれあいセンターや図書館等における子どもを対象とした
活動内容の充実を図るとともに、公共施設の子どもに対す
る安全な居場所としての活用を検討します。

夏場の熱中症対策のため、公立保育所の園庭開放に代わり、ふれあいセンターに
おいて「夏のあそび場」として親子交流の場を提供した。令和３年度は開催日数
を増やして実施。
延べ利用者数：子ども145人・保護者112人

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。 子育て支援課

⑵ いきいき・ふ
れあい教育事
業の推進【継続
実施項目】

いきいき・ふれあい教育事業を通して、家庭・地域・学校
の地域教育コミュニティの活性化に資する事業の展開及び
支援を行います。

いきいき・ふれあい教育事業実行委員会に「事業部会」を設置し、家庭・地域・
学校の地域教育コミュニティの活性化に努めた。

継続実施 生涯学習課

⑶ 青少年人権
教育事業及び
青少年健全育
成大会の推進
【継続実施項
目】

青少年人権教育事業や青少年健全育成大会を通して、豊か
な経験、様々な感情を体験する中で、あらゆる人の気持ち
を理解することができる人間に育つための機会を提供しま
す。

青少年人権教育事業については、新型コロナウイルス感染拡大状況を確認しなが
ら、概ね開催した。また、青少年健全育成大会については、新型コロナウィルス
感染拡大防止に伴い中止になった。

継続実施 生涯学習課

⑷ 総合型地域
スポーツクラブ
への支援【継続
実施項目】

総合型地域スポーツクラブが行う各種スポーツ教室やイベ
ント等の開催を支援します。

総合型スポーツクラブの活動場所や事務所の確保等について支援した。 継続実施 生涯学習課

⑴ 育児休業や
子どもの看護
休暇等各種制
度の啓発

庁内各課の窓口にチラシやポスター等を設置し、啓発活動
を行います。

チラシの配架やポスターの掲示を行った。 継続実施 子育て支援課

⑵ 男女共同参
画の推進【継続
実施項目】

「しまもとスマイルプラン」に基づき、男女共同参画の推
進に関する施策を総合的かつ計画的に推進します。

●固定的性別役割意識の解消等をテーマにした男女共同参画講座を開催した。な
お、新型コロナウイルス流行に配慮し、動画配信を活用した。
・保護者の「みんなの学校」
・父子でチャレンジ！夏のお料理体験
・まじヤバい　マンガの中のアンコンシャスバイアス
・イクボス講座「少しのことで職場が変わる～上司のための5分間講座～」

●中学校における男女共同参画講座は、新型コロナウイルス流行を考慮し、教育
委員会及び中学校の意向を確認した上で、中止することとなった。

●これまでに作成した啓発冊子を引き続き配布した。

今後も「しまもとスマイルプラン～第２期男女共同参画社会を目指す計画～（改
定版）」に基づき、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進
し、男女共同参画の啓発に努めるとともに、多様性を認める社会の形成を推進す
る。

人権文化センター

⑶ 男女共同参
画による子育て
を可能とする職
場づくりのため
の啓発【継続実
施項目】

茨木公共職業安定所や企業内人権啓発推進連絡会との連携
により、町内企業を対象に、働き方改革やワーク・ライ
フ・バランスの推進に関する啓発を行い、男女共同参画の
視点による、子育てを可能とする職場づくりのための啓発
を行います。

●男女共同参画講座で男性が子育てに関わることへの意識改革・啓発の取組みを
行った。
・イクボス講座「少しのことで職場が変わる～上司のための5分間講座～」

●町公式SNSで「OSAKA女性活躍推進月間」に関する記事を配信した。

●茨木公共職業安定所や島本町企業内人権啓発推進連絡会との連携により、事業
所を対象とした研修や啓発を行った。

●仕事と家庭の調和だけではなく、性別にかかわりなく、仕事・家庭・地域等の
活動に取り組み、ライフステージに応じてそれらを自ら積極的にマネジメント
し、相乗効果を発揮できる社会が形成されるよう、各種啓発を行う。

●引き続き、関係機関と連携し、男女ともに働きやすい職場環境づくり、働きな
がら子育てがしやすい職場環境づくりに向け、事業所への働きかけを行う。

人権文化センター

⑷ 就労支援の
実施【継続実施
項目】

関連機関や団体等と連携し、就労に関する情報提供や講座
の開催、就労支援に関する相談を通して、再就職を含めた
就労に関する支援を行います。

・毎週火・金曜日に地域就労支援相談を実施した。
　令和3年度延べ相談件数：95件
・ハローワークなどの関係機関と連携し、求人情報の提供を行った。
・近隣自治体と連携し、三市一町合同就職フェアを開催した。
　開催日：令和4年1月26日
　参加者：63人

引き続き就職困難者等に求人等の情報提供を行い、就労支援相談を実施する。 にぎわい創造課

重
点
施
策
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域
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３
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⑷ 関係機関及
び関連事業の
連携強化【継続
実施項目】

子育て支援事業や障害のある子どもへの対応に係る事業、
子育て支援相談機関連絡会や子育て支援実務担当会議等、
子育てに係る事業や組織の連携を深めることで、制度の改
善や財政措置の充実等に迅速に対応できる体制を確保しま
す。
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実施状況 課題・今後の方向性

子ども・子育て支援事業計画の内容
令和３年度

所管課施　策

⑴ 延長保育事
業の推進【継続
実施項目】

認定こども園、保育所において、延長保育等の特別保育を
実施することで、多様な保育ニーズに対応したサービスの
提供に努めます。

各施設において延長保育を実施した。
【実利用人数】
第二保育所：53人、第四保育所：37人、山崎保育園：54人、高浜学園：118人、Ｒ
ＩＣホープ水無瀬保育園：33人、しまもと里山認定こども園：91人

継続実施、令和４年に開設した認定こども園ゆいの詩についても実施開始する。 子育て支援課

⑵ 預かり保育
事業の推進【継
続実施項目】

幼稚園で教育時間終了後や長期休業中に保育を実施し、働
きながら幼稚園に通わせたいというニーズに対応します。

第一幼稚園、しまもと里山認定こども園において、教育課程に係る教育時間の開
始前までの時間及び教育課程に係る教育時間の終了後の時間に預かり保育を実施
した。
【延べ利用者数】
第一幼稚園：4,774人、しまもと里山認定こども園：866人

継続実施 子育て支援課

⑶ 一時預かり
事業の推進【継
続実施項目】

保護者の急な用事や短期のパートタイム等、家庭において
保育を受けることが一時的に困難となった子どもを、私立
保育園その他の場所において一時的に預かる一時預かり事
業について、今後も推進します。

山崎保育園、しまもと里山認定こども園において実施した。
【延べ利用人数】
山崎保育園：1,211人、しまもと里山認定こども園：1,040人

継続実施 子育て支援課

⑷ 病児・病後
児保育への対
応【継続実施項
目】

「島本町病児・病後児保育利用料助成金」の活用を促し、
病児・病後児の保育を支援します。また、本町内での病
児・病後児保育の実施についての方法を検討します。

令和４年度に開設予定である民間認定こども園において、病児・病後児保育事業
の実施が予定されている。これに伴い、ひかり保育園利用にかかる助成金支給に
ついては、令和４年３月末日をもって終了した。

令和４年４月に「認定こども園　ゆいの詩　病児保育室」が開設されたため、広
報５月号にて利用方法等について案内した。

子育て支援課

⑸ ファミリー・
サポート・セン
ター事業の推
進【継続実施項
目】

地域における子育てと就労支援を行うために、支援を受け
たい依頼会員と支援を提供したい提供会員が、会員組織を
構成し、援助活動を展開します。
　また、子育て家庭以外にもファミリー・サポート・セン
ターの周知を図り、提供会員の確保に努めます。

多様化する保育ニーズに個々に対応するため、支援を受けたい依頼会員と支援を
提供したい提供会員が、会員組織を構成し、両者をつなぐコーディネートの役割
を果たした。
【登録会員数】
提供会員36人、依頼会員257人、両方会員12人
【利用件数】
822件

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。
また、依頼会員の様々な活動ニーズに対応するため、提供会員の確保が求められ
る。

子育て支援課

５　安全で安心して子育てができる環境の整備
⑴ 児童・生徒
のＳＯＳの出し
方に関する教
育の推進

いのちや暮らしの危機に直面したとき、誰にどうやって助
けを求めればよいか具体的かつ実践的な方法を学ぶととも
に、つらいときや苦しいときには助けを求めてもよいとい
うことを学ぶ教育を推進します。
また、相談窓口を掲載した資料を児童・生徒に配布し、Ｓ
ＯＳを出すための相談先の周知・啓発を図ります。

いのちや暮らしの危機に直面したとき、誰にどうやって助けを求めればよいか具
体的かつ実践的な方法を学ぶとともに、各校において、自分がつらいときや苦し
いときには助けを求めてもよいということを学ぶための教育を推進した。
また、相談窓口を掲載した資料を児童・生徒に配布し、ＳＯＳを出すための相談
先の周知・啓発を図った。

児童・生徒が自他の安全を確保するため、犯罪被害に遭わないための知識を実践
的に理解させるとともに、日常生活全般における様々な危険に適切に対応できる
能力を育むこと。また、相談窓口を掲載した資料を児童・生徒に配布し、ＳＯＳ
を出すための相談先の周知・啓発を図る。

教育推進課

⑵ 防犯活動の
推進【継続実施
項目】

防犯委員会や防犯協議会、警察、保護者、安全ボランティ
ア等との連携により、防犯活動の充実に努めます。

新型コロナウイルスの影響により、種々の啓発活動が実施できなかった。 防犯委員会や防犯協議会、警察、保護者、安全ボランティア等との連携により、
防犯活動の充実に努める。

危機管理室

作成した各種マニュアルをもとに、避難訓練等を実施し安全確保に努めた。 引き続き各施設において利用者の安全確保に努めるとともに、必要に応じ適切な
助言等を行う。

子育て支援課

火災・地震・災害等の防災、不審者を想定した実践的な避難訓練を地域と連携し
て行うことなどにより、児童・生徒に自らの命を守り抜くための「主体的に行動
する態度」を育成する防災教育の充実を図った。

児童生徒が自ら安全に行動したり、他の人や社会の安全のために貢献したりでき
るようにすることをめざす安全教育は、各教科や日常指導と連携して行ってい
く。

教育推進課

⑷ 防犯環境の
推進【継続実施
項目】

「こども110番の家」運動を推進し、子どもたちの緊急時
の避難場所の確保に努めます。

運動について、広報・ホームページで周知に努めるととともに、登録者点検及び
旗交換を実施した。

継続実施 生涯学習課

自治会設置の防犯カメラ補助1自治会1台、防犯灯新設6基、修繕292基、水銀灯、
蛍光灯からの換装によりＬＥＤ化率は令和２年度の30.7％から35.6％に増加し
た。

引き続き、自治会設置の防犯カメラ補助制度の運用を行う。また、防犯灯のＬＥ
Ｄ化等を通じて犯罪を未然に防ぐまちづくりを推進する。

危機管理室

重
点
施
策
１
　
安
全
・
安
心
な
子
ど
も
の
生
活
環
境
の
整
備

⑸ 防犯環境整
備の推進【継続
実施項目】

教育委員会や消防署、関係機関の協力のもと、火災・地
震・災害等の防災、不審者対応、救命救急等の各種マニュ
アルを活用し、日頃から災害発生時に適切な対応ができる
よう、訓練を実施します。

防犯灯、防犯カメラ等の整備及び維持により、良好な夜間
環境を構築し、犯罪を未然に防ぐまちづくりを推進しま
す。

重
点
施
策
４
　
多
様
な
保
育
ニ
ー

ズ
に
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し
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サ
ー
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供

⑶ 認定こども
園、幼稚園及
び保育所や学
校における「危
機管理マニュア
ル」の点検と充
実【継続実施項
目】
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実施状況 課題・今後の方向性

子ども・子育て支援事業計画の内容
令和３年度

所管課施　策

町内の主要な通学路２０か所に設置した防犯カメラにより、児童の通学路及び放
課後等における安全・安心の確保を図った。

継続実施 教育総務課

⑹ 公園等の良
好な維持管理
【継続実施項
目】

町内の公園について、子どもや子育て家庭を含め、安全に
利用できるよう、遊具の点検等の維持管理を行い、安全か
つ身近な遊び場の充実に努めます。

「都市公園における遊具の安全確保に関する指針」に基づき、遊具等定期点検を
実施するとともに、パトロールや地元の要望・苦情などに基づく現地確認によ
り、遊具等の補修を実施しました。また遊具の健全度評価がＣ評価である遊具に
ついては、改修等を行った。

引き続き、点検結果等を元に、老朽化した遊具の整備や改修など進めていく。 都市整備課

⑺ バリアフリー
化の推進【継続
実施項目】

島本町バリアフリー基本構想に基づき、財政状況を勘案し
ながら町内の道路や公共施設のバリアフリー化を推進しま
す。

島本町バリアフリー基本構想に基づき、以下の整備等を行った。
①東大寺三丁目地内において自転車歩行者専用道を新設する工事を実施した。
②JR島本駅西口の階段において、手すりの増設及び上り下りを区分する床サイン
を設置する工事を実施。
③島本町バリアフリー基本構想継続協議会を開催した。

島本町バリアフリー基本構想に基づき、財政状況を勘案しながら町内の道路や公
共施設のバリアフリー化を推進する。

都市計画課

様々な生活環境に応じた交通手段が確保できるよう、交通の利便性向上に向け、
交通事業者と連携し、各施策に取り組んだ。

引き続き、交通の利便性向上に向け、交通事業者と連携し、各施策に取り組んで
いく。

都市整備課

妊婦の方（同伴する就学前のお子さんを含む）及び4か月児健康診査の受診児とそ
の保護者1名（同伴する就学前のお子さんを含む）を福祉ふれあいバスの利用対象
者としている。

継続実施 すこやか推進課

⑼ 妊産婦や子
どもに優しい環
境の醸成【継続
実施項目】

妊産婦や子ども連れの人への理解を深めるため、啓発等に
より住民一人ひとりの意識やマナーの向上に努めます。
また、公共施設や公共交通機関等において、授乳コーナー
やトイレ内のベビーシート・ベビーチェアの設置など、子
育て家庭が安心して利用できる環境づくりを推進します。

保育所や公共施設及び民間施設において、授乳スペースやおむつ交換第を備えて
いる赤ちゃんステーションを設置した。
設置数：24か所

継続実施 子育て支援課

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じた上で、交通事故に遭わないため
に、児童・生徒自らが交通ルールを理解し、実践できるように交通安全推進協議
会や警察等と連携し、保育所や幼稚園、小・中学校において交通安全教室を実施
した。

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じた上で、様々な交通場面における
危険と安全、事故防止について理解し、実践できるように交通安全推進協議会や
警察等と連携し、保育所や幼稚園、小・中学校において交通安全教室を実施し
た。

教育推進課

例年は高槻警察署と連携し、交通安全教室を実施しているが、新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のため、令和3年度は実施なし。

継続実施 子育て支援課

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策の観点から、小・中学校
については、警察官によるリモート講話での交通安全教室を実施した。
保育所や幼稚園のうち、希望があった施設については、交通安全教育用DVDの貸し
出しを実施した。

引き続き、交通安全推進協議会や警察等と連携し、保育所や幼稚園、小・中学校
において交通安全教室を実施する。

都市整備課

⑵ 通行者の安
全確保のため
の歩道整備【継
続実施項目】

通行者が安全かつ快適に移動できるよう、通学路等の点検
を行い、交通安全の確保に努めるとともに、必要に応じ
て、防護柵やカーブミラー等の交通安全施設の整備を進め
ます。
また、迷惑駐輪や放置自転車の防止に向けた街頭啓発を行
うとともに、随時放置自転車を撤去し、放置自転車等の解
消を推進します。

通学路上の危険箇所におけるPTAから要望等に基づき、点検及び交通安全施設の整
備を実施した。
駅周辺に設置した放置禁止区域において、放置自転車等の指導や撤去を行い、放
置自転車等の解消に努めた。

引き続き、通学路等の点検・交通安全施設の整備を進めるとともに、迷惑駐輪や
放置自転車の防止に向けた街頭啓発・放置自転車の撤去を実施する。

都市整備課

⑶ 通学路の安
全対策の実施
【継続実施項
目】

安全ボランティアとして登録した地域住民による見守り体
制の充実や警察や関係機関とともに実施する通学路合同点
検を通して、子どもたちの安全対策に取り組みます。ま
た、地域住民による日常生活を通した「ながら見守り」を
推進します。

通学路上の危険箇所に関するＰＴＡからの要望等に基づき、点検及び交通安全施
設の整備を実施した。
【教育推進課】
町広報及び教育委員会ホームページで安全ボランティアの募集を行い、新規登録
者の拡大を図った。また、安全ボランティアに対し、見守り活動用のポロシャツ
を貸与した。これらのことにより見守り活動の啓発や町内での防犯対策に効果が
あった。
安全ボランティアの活動者数　3年度：54名

継続実施 教育総務課

⑷ 園外活動の
安全対策の実
施【継続実施項
目】

⑷ 園外活動の安全対策の実施
認定こども園、幼稚園及び保育所における園外活動につい
て、経路上の危険箇所を把握するとともに関係機関と連携
を図り、改善に取り組んでまいります。

経路の安全性や危険箇所の確認を行い、散歩等の園外活動を実施した。 継続実施 子育て支援課

重
点
施
策
１
　
安
全
・
安
心
な
子
ど
も
の
生
活
環
境
の
整
備

⑴ 交通安全教
育の推進【継続
実施項目】

交通事故に遭わないために、児童・生徒自らが交通ルール
を理解し、実践できるように交通安全推進協議会や警察等
と連携し、保育所や幼稚園、小・中学校において交通安全
教室を実施します。

⑸ 防犯環境整
備の推進【継続
実施項目】

福祉ふれあいバスの活用等、町内における交通手段の利便
性を確保し、安心して外出することができるよう支援を推
進します。

防犯灯、防犯カメラ等の整備及び維持により、良好な夜間
環境を構築し、犯罪を未然に防ぐまちづくりを推進しま
す。

重
点
施
策
２
　
子
ど
も
の
交
通
安
全
の
確
保

⑻ 公共交通機
関の推進【継続
実施項目】
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実施状況 課題・今後の方向性

子ども・子育て支援事業計画の内容
令和３年度

所管課施　策

⑴ 良好な社会
環境の維持・確
保【継続実施項
目】

青少年指導員との連携により、町内における有害図書の販
売実態調査や啓発活動により、良好な社会環境の維持に努
めます。

青少年指導員との連携により、町内における有害図書の販売中止の啓発活動によ
り、良好な社会環境の維持に努めた。

継続実施 生涯学習課

⑵ 情報教育の
充実【継続実施
項目】

学校教育を通じて、情報社会に対する正しい認識を醸成
し、携帯電話・スマートフォンの利用に関する注意事項や
インターネットモラル及びインターネットの危険性につい
ての啓発、情報社会で生き抜く力の育成に努めます。

学校教育を通じて、情報社会に対する正しい認識を醸成し、携帯電話・スマート
フォンの利用に関する注意事項やインターネットモラル及びインターネットの危
険性について、各種機関や携帯電話キャリアの協力を受けて啓発、情報社会で生
き抜く力の育成に努めた。

情報発信による他者への影響、ネットワーク上のルールやマナー、情報には誤っ
たものや危険なものがあること、健康を害するようなネット依存に陥ること可能
性があること等、自らの行動について考えさせる学習を実施する。児童生徒自身
が上記マナーなどに気づくことができるような取組に関しても促していく。

教育推進課

６　支援が必要な子どもや家庭に優しい環境づくり
⑴ ひとり親家
庭の自立支援
の充実【継続実
施項目】

「島本町ひとり親家庭等自立促進計画」に基づき、母子・
父子家庭の自立促進等の取組を総合的かつ計画的に支援し
ます。

「第4期ひとり親家庭等自立促進計画」に基づき、ひとり親家庭福祉施策を推進し
た。

継続実施 福祉推進課

⑵ 児童扶養手
当【継続実施項
目】

ひとり親家庭や父（母）が重度の障害状態にある家庭の児
童を監護している母（父）、又は父母に代わり児童を養育
している養育者に対して、児童扶養手当を支給します。

児童扶養手当法に基づき、児童扶養手当を支給した。
【令和３年度実績】
　受給者　195人
　支給総額　82,959,415円

継続実施 福祉推進課

⑶ ひとり親家
庭等児童福祉
金【継続実施項
目】

ひとり親家庭等の児童に対し、生活の安定と児童の福祉を
増進することを目的として、ひとり親家庭等児童福祉金を
支給します。

ひとり親家庭等児童福祉金を支給した。
【令和３年度実績】
　　対象世帯　113世帯
　　対象児童　165人
　　支給総額　2,782,500円

継続実施 福祉推進課

⑷ ひとり親家
庭相談業務の
充実【継続実施
項目】

母子・父子自立支援員等がひとり親家庭の相談・支援のほ
か、離婚前からの相談等に対応し、ひとり親家庭及び寡婦
（寡夫）の福祉の増進に努めます。
また、複雑化する課題に対応するため、関係機関との更な
る連携強化により、相談家庭の抱える課題、家庭環境を十
分に把握し、経済的に自立し安定した生活を送れるよう適
切な支援に努めます。

相談機能及び情報提供の充実
母子・父子自立支援員1名を配置し、母子・寡婦・父子家庭に対する相談支援を実
施。(毎週月～木曜日)
　実相談件数:76件・延べ相談件数268件

継続実施 福祉推進課

⑸ 就労に関す
る支援の充実
【継続実施項
目】

母子・父子自立支援員がハローワークへの同行等により、
円滑な就労ができるよう支援します。
また、ハローワーク職員による役場での巡回相談への参加
を促すなど、関係機関との連携を強化し、実際の就労に結
びつくための支援を行います。

　母子家庭の母等からの求職や資格取得の相談に対応するとともに、ハローワー
クへの同行など就労支援を実施した。
　求職相談者数　14人
　求職相談回数　67回
　資格取得相談者数　7人
　資格取得相談回数　11回

　また、相談内容で月2回実施したハローワークの巡回相談を活用し、就労支援を
実施した。

継続実施 福祉推進課

⑹ ひとり親家
庭の医療費助
成【継続実施項
目】

ひとり親家庭の経済的負担を軽減し、医療を受けやすくす
るため、医療費の一部を助成します。

　ひとり親家庭の児童及びその児童を監護する父または母、養育者の医療費を助
成した。
【令和３年度実績】
　5,523件、13,888,024円

継続実施 福祉推進課

⑺ 母子生活支
援施設入所措
置【継続実施項
目】

母子家庭の状況により、必要と判断した場合には、母子生
活支援施設への入所措置を行い、生活支援を受けながら、
自立促進を図ります。

相談内容等に応じ、適宜施設の紹介等を行う。
【令和３年度実績】
　施設利用者　0世帯　0人

継続実施 福祉推進課

⑴ 子どもの貧
困対策

子どもの貧困対策について、関係機関の連携を強化し、支
援が必要なケースの早期発見に努め、支援を行います。

　生活困窮者支援やひとり親等の各種支援について、チラシの全戸配布や広報
誌・ホームページにより制度の周知を図った。また、庁内の連絡会議を設置して
いるほか、、関係機関とも連携を行っており、対象者の早期把握に努めるととも
に支援を行った。

継続実施 福祉推進課

⑵ 主食費補助 認定こども園及び保育所における３歳以上児の主食費につ
いて、低所得世帯の負担軽減を図るため、費用の一部を補
助します。

認定こども園及び保育所に通う年収360万円未満相当世帯等について、月額1,000
円を上限に主食費の一部補助を行うことで対象世帯の負担軽減を図った。

継続実施 子育て支援課

⑶ 副食費補足
給付

新制度未移行幼稚園における副食費について、低所得世帯
の負担軽減を図るため、国の示す基準に基づき、費用の一
部を補助します。

新制度未移行幼稚園に通う年収360万円未満相当世帯等について、月額4,500円を
上限に副食費の一部補助を行った。

継続実施 子育て支援課
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実施状況 課題・今後の方向性

子ども・子育て支援事業計画の内容
令和３年度

所管課施　策

⑷ 児童手当
【継続実施項
目】

児童を養育する家庭の児童福祉の増進を図るために、中学
校卒業までの児童がいる家庭に対して児童手当を支給しま
す。

　児童手当法に基づき、児童手当を支給した。
【令和３年度実績】
　延対象者数　51,690人
　支給金額　540,735,000円

継続実施 福祉推進課

⑸ 医療費助成
【継続実施項
目】

中学校卒業までの医療費の自己負担分の全部又は一部を助
成します（令和２年１月から実施。これまでは、入院が中
学生まで、通院が小学生まで助成対象）。

中学校卒業までの児童の医療費を助成した。
【令和３年度実績】
　52,804件、110,194,713円

継続実施 福祉推進課

⑹ 子育て家庭
への公営住宅
の供給【継続実
施項目】

公営住宅の募集において、ひとり親家庭、就学前児童のい
る世帯等に対し、裁量世帯として取り扱い、入居収入基準
を緩和し、公営住宅への入居を支援します。

町営住宅の募集において、ひとり親世帯等を福祉世帯とし、抽選回数を２回とす
ることで公営住宅への当選確率をあげるとともに、就学前の子どもがいる世帯を
裁量世帯として取り扱い、入居収入基準を緩和し、公営住宅での安定した居住の
確保を行った。

継続実施 都市計画課

⑺ 就学援助
【継続実施項
目】

経済的理由によって就学困難と認められる町立小・中学校
の児童・生徒の保護者に対し、学用品費や給食費などの援
助を行います。

要保護及び準要保護児童・生徒並びに支援学級就学奨励費対象児童・生徒に対
し、学用品費、給食費、医療費等を支給した。
小学校233人　11,615,949円
中学校110人  9,889,529円

継続実施 教育総務課

⑴ 子ども家庭
総合支援拠点
の設置

全ての子どもとその家庭の相談に専門性を持って対応でき
るよう、子ども家庭総合支援拠点の設置を検討します。

子ども家庭総合支援拠点について、設置に当たり関係各課と協議し、人員体制の
構築やシステム導入に向け事務を進めた。

スムーズな運用に至るよう事務に努める。 子育て支援課

⑵ 要保護児童
対策地域協議
会の運営【継続
実施項目】

要保護児童対策地域協議会において、関係機関の連携を深
め、虐待を受けている子どもをはじめとする要保護児童や
支援の必要な児童等の早期発見や適切な支援を行います。

要保護児童対策地域協議会において、各関係機関等の代表者で構成する代表者会
議、要保護児童等の支援に係る総合的な連絡調整を実施する実務担当者会議を実
施した。
実務担当者会議：７回実施
また、個別に検討が必要なケースについては、ケース検討会議を実施し、関係機
関と情報共有し、対応を協議した。

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。 子育て支援課

⑶ 児童虐待防
止に関する啓
発の推進【継続
実施項目】

児童虐待の未然防止、早期発見、早期支援に取り組み、適
切な支援が図ることができるよう、児童虐待の相談窓口を
広く周知するなど、虐待防止に係る啓発活動を実施しま
す。

11月の児童虐待防止月間において、広報に児童虐待の相談窓口を掲載し、虐待防
止の啓発を実施した。
同じく11月に実施している街頭啓発については、感染症拡大防止のため、未実
施。
関係機関を対象とした児童虐待に関する研修会については、感染症拡大防止に留
意し、９月に実施。

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。 子育て支援課

⑷ 児童相談の
充実【継続実施
項目】

育児やしつけ、児童虐待等子どもに関する様々な相談に迅
速に対応し、相談しやすい環境を整備するため、家庭や児
童に係る相談に応じる体制を充実します。

児童虐待のほか子育てに関わる様々な相談に対応するため、子育て支援課に社会
福祉士資格を有する家庭児童相談員を3名配置し、専門性の高い相談業務を実施し
た。
虐待ほか相談件数：253件

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。 子育て支援課

⑸ 子育て短期
支援事業
（ショートステ
イ・トワイライト
ステイ）の実施
【継続実施項
目】

短期入所生活援助（ショートステイ）では、保護者の病気
等の理由により、子どもを家庭で養育できないとき、児童
養護施設等で子どもを預かり養育します。
夜間養護（トワイライトステイ）では、保護者が一時的に
養育困難となった場合で、町が必要と認めたとき、平日の
夜間や休日に町の指定する施設で一時的に子どもを預かり
養育します。

保護者が疾病等の社会的な事由により家庭において養育を行うことが困難となっ
た児童を児童福祉施設において養育し、又は保護し、児童及びその家庭の福祉の
向上に努めた。
【ショートステイ】
延べ利用者数：4人
【トワイライトステイ】
延べ利用者数：0人

継続実施 子育て支援課

⑹ 児童虐待の
早期発見・早期
対応のための
学校との連携
強化【継続実施
項目】

教職員一人ひとりが平素から学校の教育活動や家庭訪問等
を通じ、児童・生徒や家庭への関わりを深め、早期発見・
早期対応に努めます。

教職員一人ひとりが平素から学校の教育活動や家庭訪問等を通じ、児童・生徒や
家庭への関わりを深め、早期発見・早期対応に努めた。

教職員一人ひとりが平素から学校の教育活動や家庭訪問等を通じ、児童・生徒や
家庭への関わりを深め、早期発見・早期対応に努める。
また、スクールソーシャルワーカー、子育て支援課家庭児童相談員、指導主事に
よる連絡会議等を定例開催し、多角的な子ども・家庭支援について、恒常的な行
動観察に努める。

教育推進課

⑺ 養育支援訪
問事業の推進
【継続実施項
目】

保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童
若しくは不適切な養育状況にある保護者、又は出産後の養
育について、支援が必要と認められる妊婦に対し、家庭児
童相談員や保健師が訪問し、養育に関する相談、指導、助
言等支援を行います。
定期的に家庭児童相談員や保健師間での協議やケース検討
等行い、必要な時期に適切な支援ができるよう取り組みま
す。

児童の養育に支援が必要な保護者に対し、家庭児童相談員や保健師が訪問し、相
談や助言を実施した。
延べ訪問回数：33回

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。 子育て支援課
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実施状況 課題・今後の方向性

子ども・子育て支援事業計画の内容
令和３年度

所管課施　策

⑴ 幼稚園教
諭、保育士等
に対する支援
保育（支援教
育）研修の充
実

幼稚園教諭、保育士等に対する支援保育（支援教育）研修
の充実を図ります。

担任教諭及び保育士による支援のほかに、特に支援を要する児童に対し、必要な
支援に関する知識の情勢や技能の習熟を図った。

感染症拡大防止に配慮し、継続的に実施する。 子育て支援課

⑵ 認定こども
園、幼稚園及
び保育所での
外国籍児童生
徒等への支援
の充実

外国籍児童生徒や日本語指導を必要とする児童・生徒の
ニーズに対応できる支援の充実を図ります。

現在該当する児童はいないが、必要に応じて適切な支援を行う。 継続実施 子育て支援課

⑶ 障害者計画
及び障害福祉
計画（障害児福
祉計画）の推進
【継続実施項
目】

「島本町障害者計画」及び「障害福祉計画（障害児福祉計
画）」に基づき、障害のある子どもへの支援の充実や障害
のある子どもを取り巻く環境の改善に向けた取組を、総合
的かつ計画的に推進します。

「第3次障害者計画」（計画期間平成30年度～平成35年度）及び「第6期障害福祉
計画（第2期障害時福祉計画）」（計画期間令和3年度～令和5年度）に基づき、障
害者施策を総合的かつ計画的に推進した。

継続実施 福祉推進課

⑷ 学童保育室
における障害
のある児童の
受入体制の充
実【継続実施項
目】

学童保育室での障害のある児童に対応ができるよう、支援
員等への研修を実施するほか、各種専門職員がフォローで
きる体制を整えます。

学童保育室に在籍する障害児その他支援を要する児童に対し、島本町学童保育サ
ポート事業実施要綱に基づき、その障害等の状況に応じて指導員を加配し、適切
な保育を実施できる体制を整備した。
また、身体障害者手帳、療育手帳若しくは精神障害者保健福祉手帳の交付を受け
ている児童又は特別児童扶養手当の受給対象児童については、小学校６年生まで
の受入れを実施した。

継続実施 教育総務課

⑸ 障害のある
子どもへの各
種手当の支給
【継続実施項
目】

20歳未満の精神又は身体に重度の障害を有し日常生活にお
いて常時の介護を必要とする子どもや、20歳未満の精神又
は身体に中程度以上の障害のある子どもについて、家庭で
監護・養育している父母等に手当を支給します。

　20歳未満の精神又は身体に重度の障害を有し日常生活において常時の介護を必
要とする子どもに障害児福祉手当を支給した。
【令和３年度実績】
　受給者数　18人
　支給総額　2,946,240円

　20歳未満の精神又は身体に中程度以上の障害のある子どもについて、家庭で監
護・養育している父母等に特別児童扶養手当を支給するための受付・進達等を
行った。（支給は大阪府）

継続実施 福祉推進課

⑹ 相談・療育
支援体制の充
実【継続実施項
目】

発達に課題のある児童や障害のある児童に対し、発達相
談、作業療法士や言語聴覚士による相談、幼児教室、ポ
ニーの教室等の早期療育支援事業を実施します。
また、各関係機関が連携を図りながら障害の程度や種別に
かかわらず個々のニーズに対応できる専門的かつ総合的な
相談支援を行います。

経過観察健診による発達相談や、「乳幼児療育支援事業」により、言語聴覚士・
作業療法士・公認心理士などの専門家による個別相談や療育相談など、乳幼児と
保護者を対象とした療育支援を行った。
①発達相談員による発達相談（経過観察健診[にこにこ健診]）
　：　60回、利用実人数　163人
②作業療法士・公認心理士による個別相談（きらきら相談）
　：　21回、利用実人員138人
③言語聴覚士による個別相談（ことばの相談）：　3回、利用実人数7人
④幼児教室：　3グループ、実施回数141回、利用実人員38組
⑤ポニーの教室（早期療育事業）：　前期・後期各20回、利用実人員10組

継続実施 すこやか推進課

児童福祉法に基づく障害児通所支援サービスの提供に努めた。
　児童発達支援：　利用者59人
　医療型児童発達支援：　利用者9人
　放課後等デイサービス：　利用者111人
　保育所等訪問支援：　利用者22人

継続実施

⑻ 認定こども
園、幼稚園及
び保育所での
支援保育（支援
教育）【継続実
施項目】

認定こども園、幼稚園及び保育所において、支援保育（支
援教育）を実施し、支援を必要とする児童に対する適切な
支援を充実させる保育体制の強化を図り、インクルーシブ
教育・保育の充実を促進します。

しまもと里山認定こども園、第一幼稚園、第二保育所、第四保育所、山崎保育
園、ＲＩＣホープ水無瀬保育園にて支援保育（支援教育）を実施した。
【加配対象児童数】
保育所等：22人
幼稚園：6人

継続実施 子育て支援課

福祉推進課
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⑺ 障害児福祉
サービスの推
進【継続実施項
目】

障害のある子どもの生活能力向上のための訓練や日中にお
ける活動の場を提供することで、障害のある子どもの自立
を促進するとともに、放課後の居場所の提供や家族の就労
支援及び一時的な休息を図るための支援を行います。
また、保育所を利用中の障害のある児童や保育所の職員に
対し、集団生活に適応するための訓練や支援方法の指導等
の支援を行います。
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